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第１章 特例事業について 

１．制度の主旨 

農地中間管理機構（農地中間管理事業の推進に関する法律。（以下「機構法」とい

う。）第２条第４項に規定する農地中間管理機構をいう。（以下「機構」という。））が

行う事業の特例として、規模縮小農家等から農用地等を買い入れて、地域計画（農業経営

基盤強化促進法（以下「基盤強化法」という。）第19条第1項に規定する計画（以下「地

域計画」という。））の区域において農業を担う者として位置づけられている者、又は認

定農業者等へ売り渡し又は貸し付けることにより効率的かつ安定的な農業経営を営む者に

対する農用地等の利用集積を一層推進することを目的とする事業です。 

 

２．概 要 

本事業は、農業経営の規模拡大、耕作に供される農用地の集団化、新たに農業経営を営

もうとする者の参入の促進等による農用地等の利用の効率化及び高度化の促進を図り、も

って、農業の生産性向上に資するため、県知事から認可を受けた秋田県農地中間管理機構

（秋田県農業公社）が農用地等の買入れ、売渡しを行う事業です。 

＜事業の仕組み＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

農用地等売渡事業は大きく分けて３つです。 

①「即売り型」：買入れた農用地等を認定農業者等へ速やかに売渡す事業 

②「一時貸付け型」：買入れた農用地等を認定農業者等へ一時貸付し、最長４耕作後に売渡

す事業 

③「分割払い型」：買入れた農用地等を認定農業者等へ６～１０年の代金分割払いで売渡す 

事業 

このほか「一般タイプ型」：今後の認定農業者を目指そうとするものを育成するため、公社

プロパー資金による売買を行う事業 

農地 
所有者 
（離農・ 
規模縮小

等） 

地域計画に位

置づけられた

農業を担う者 
・ 

認定 
農業者等 

買入れ 
農地中間管理機構 

（農地バンク・都道府県にひとつ） 

＜特例事業＞ 
①買入れ 
②売渡し 
（即売り、一時貸付型、分割払い型） 
③貸付け 

売渡し 
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３．事業の実施 

（１）実施区域 

特例事業の事業実施地域は、市街化区域以外となります。なお、地域計画が策定され

ていない区域は、一般タイプ型のみの取扱いとなります。 

 

図１ 特例事業の事業実施地域 

   ※国の補助事業の助成対象（即売り型、一時貸付型、分割払い型）となる区域は、原則

として地域計画区域内であって、農用地区域内です（令和７年度以降）。 

（２）機構が買入れする際の要件 

① 売渡しの相手方が現にいるか、又は近い将来確保できることが確実と見込まれ

ること。 

② 次のいずれかの要件を満たす農用地等であること。 

  

 ア. 土地改良事業の対象となったか、又は近い将来対象となることが見込まれる

こと。 

 イ. 効率的な農作業が展開しうる程度にまとまっていること。 

 

その他、以下のような権利設定等がされている農用地等については、特例事業の実

施にあたり、留意が必要です。 

① 解消しなければ、買受けできない農地 

土地改良区賦課金滞納、抵当権、差押、所有権移転請求権仮登記 
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（３）譲渡人・譲受人の申出 

農地の売渡しを希望する者（以下、「譲渡人」という）は、公社買入時に所有権移転

の申し出をします。 

（４）売渡し、貸付けを行った後の売渡し等の相手方要件 

① 認定農業者（基盤強化法第 12 条第１項の規定により認定を受けた者をいう。） 

② 特定農業法人（基盤強化法第 23 条第４項に規定する特定農業法人をいう。） 

③ 基本構想水準到達農業者（基盤強化法第６条第１項の規定に基づき市町村が定め

る農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想に示す効率的かつ安定的な農業

経営の指標を達成していると認められた者をいう。） 

④ 認定就農者（基盤強化法第 14 条の４第１項の認定を受けた者をいう。） 

  ※一般タイプ型は①～④に該当しなくても売買を活用できます。 

 

また、農用地等の売渡し等を行うときにおいて、以下の要件を満たしている者とする。 

 

① 売渡し、貸付けを行った後の売渡し等の相手方が新たに買い入れる農用地等と現

に耕作（注１）を行っている農用地等が「おおむね１ｈａ」以上の団地を形成するこ

と。 

② 当該農用地等取得後の経営面積が基準面積（注２）を超えること。 

（注１）農作業を受託している農用地等を含みます。 

（注２）機構が、当該地域における営農類型ごとに農家の平均経営面積以上で市町村

及び農業委員会の意見を聴いて特例事業規程に定める面積 

   

  ※地域計画と売渡要件について 

基盤強化法第 19条第 1項の地域計画の区域において、機構が売り渡そうとする農用地

等に農業を担う者が位置付けられている場合には、売渡しの相手方はその者に限る。 

 

（５）買入価格等について 

①農用地等の買入価格は、対象となる農用地等の周辺の地域で自然的経済的社会的諸条

件からみてその農業事情がその農用地等に係る農業事情と類似すると認められる一定

の区域内における農用地等（以下「周辺類似農用地等」という。）についての耕作又

は養畜の事業に供するための取引の事例が収集できるときは、当該事例における取引

価格にその取引が行なわれた事情や時期等に応じて適正な補正を加えた価格を基準と

する。 

②農用地等の買入価格が、その農用地等の収益性からみて著しく高額であると認められ

る場合には、その農用地等の買入れは行わないものとする。 

③農用地等の買入対価は、買入れに係る農用地等の所有権移転登記完了後、速やかに支

払うものとする。 
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（６）売渡価格等について 

① 農用地等の売渡価格は、原則としてその取得価格に当該農用地等に係る本事業の経

費を加えた額（当該農用地等につき土地改良事業が行われた場合には、当該事業に要

した経費のうち公社が負担した額を加えた額）を基準とし、買入価格等を勘案したう

えで、必要に応じ農業委員会の意見を聴いて定めるものとする。 

② 農用地等の売渡対価は、原則として売渡しに係る農用地等の所有権移転登記完了の

日までに徴収するものとするが、止むを得ない事情があると認められる場合には、そ

の期日を延期することができるものとする。 

（７）手数料の徴収 

機構は、手数料又は諸経費として、１契約あたり 15,000 円＋取得原価の１％を徴収して

います。 

① 譲渡人：買入対価から手数料分を差し引いて振り込みます。 

② 譲受人：売渡対価として諸経費を振り込みいただきます。 

４．市町村（農業委員会）への業務委託 

機構は事業を実施するにあたり、業務の一部を委託することができる（機構法第 22 条）

ことから、農業委員会に対し、主に以下の業務を委託しています。 

① 土地等の位置及び権利関係の確認業務 

② 登記等手続に必要な書類の収集、確認業務 

③ 貸付又は売渡後における農用地等の利用に関する状況の把握並びに目標経営面積の

達成及び農用地等の適正利用に関する指導業務 
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第２章 特例事業の事務について 

１．特例事業による事務の流れ 

   

Ⅰ 申し込み 

Ⅲ 意見聴取～公告 

 農用地利用集積等促進計画（案）の作成・提出

【市町村・委託先】 
 様式：買入 分割払い型：買入 
 ※提出期限：毎月 20 日まで 

 

譲渡人の申し込み【出し手】 
譲受人の申し込み【受け手】 

譲 渡 人 → 機 構 が 買 入 れ  機 構 → 譲 受 人 へ 売 渡 し （ 貸 付 け ）  

 県（知事）・権限移譲を受けている市町村へ認可申請【機構】 

促進計画の公告【県・市町村】 

※公告の写しおよび原本証明を機構に送付 

Ⅱ 契約書作成・意見聴取  ※買入の登記完了後 
 
農用地利用集積等促進計画（案） 
農地法第３条許可申請 作成・提出 

【市町村・委託先】 
 様式：売渡 分割払い型：売渡、使用収益権 
 ※提出期限：毎月 20 日まで 

 農業委員会（市町村）に対する意見聴取  ≪特例参考様式１号≫ 
【農業委員会・市町村】          ※提出：促進計画（案）の提出に添付 

促進計画の決定【機構】 

Ⅳ 登記申請・対価の支払い 

      利害関係人からの意見聴取【機構】 
        ※地域計画の「区域外」 

 登記申請書の作成・送付【機構】 

 司法書士へ登記申請依頼【委託先】 
 ※公告の写しを添付 
登記完了後権利書・登記簿謄本を機構へ送付 

 譲渡農家へ買入代金の支払い【機構】 
 ※毎月 10 日、20 日、30 日の支払い 

譲受農家からの売渡代金の入金【受け手】 

 司法書士へ登記申請依頼【委託先】 
 ※公告の写しと権利書を添付 
登記完了後権利書を譲受農家へ送付 
登記簿謄本を機構へ送付 

 登記申請書の作成・送付【機構】 
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２．申し込み 
（１）農地売渡しの申し出 

① 売渡し希望者（譲渡人）は、農用地等の所有権移転を行いたい旨を市町村または委託

先の窓口に申し出します。 

② 市町村または委託先の窓口では、農用地等について機構が買受け可能な農地かどう

か、農用地等売渡事業または一般タイプ型農地売買事業のうち、どちらに該当するか

判断し、契約書を作成します。 

＜確認のポイント＞ 地域計画、登記簿謄本（全部事項証明書）等で確認 

・土地関係：地域計画が策定されている区域かどうか、市街化区域以外、利用権設 

定、土地改良区の未納賦課金、納税猶予等 

・登記関係：抵当権、地上権、相続未登記、差押、所有権移転仮登記、住所確認等  

 

（２）農地買入れ申し出 

    買入れ希望者（譲受人）は、農用地等の所有権移転を行いたい旨を市町村または委

託先の窓口に申し出します。委託先の窓口では、その内容を基に、農用地等売渡事業

または一般タイプ型農地売買事業のうち、どちらに該当するか判断します。また、農

用地等売渡事業のうち、どのタイプを活用するかをとりまとめ契約書を作成します。 

 

３．契約書作成 
（１）農用地利用集積等促進計画の作成（譲渡人→機構） 

① 促進計画（様式：買入）に必要となる書類※を収集します。 

※ 謄本（全部事項証明書）、通帳の写し、印鑑証明、評価額通知書など 

② 促進計画（各筆明細、共通事項）、その他関係書類を作成し、必要箇所に署名・押印

をもらいます。 

 

（２）農用地利用集積等促進計画の作成（機構→譲受人） 

① 促進計画（様式：売渡、使用貸借、一時貸付）の作成に必要となる書類※を収集しま

す。 

※定款（法人のみ）、印鑑証明書、住民票、農業者種別（認定農業者等）を確認できる資料 

② 促進計画（各筆明細、共通事項）、その他関係書類を作成するとともに、必要箇所に

署名・押印をもらいます。 

 

（３）農地法第３条許可申請の作成（機構→譲受人） 

① 「分割払い型」を行う際に必要となる不動産割賦売買契約と農地法第３条の許可申

請の作成（様式：分割払い型：売渡、使用収益）に必要となる書類※を収集します。 

※ 農業経営改善計画書、確定申告書、通帳の写しなど 
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（４）契約書類等の提出 

毎月 20 日までに促進計画（案）の提出、促進計画（出し手→機構、機構→受け手）、

添付資料を紙ベースで提出いただくとともに、作成したデータファイルを機構に提出

してください。（毎月のスケジュールは６（１）、表４を参照） 

なお、提出書類の詳細については、４.表 1 と各様式に記載のとおりです。 

 
４．意見聴取～公告～所有権移転登記 
（１）農用地利用集積等促進計画に対する利害関係人からの意見聴取 

※地域計画の「区域外」の場合 

機構がＨＰに次の情報を１週間掲示し、利害関係人から意見聴取します。 

     ①売買農地の所在（大字、地番等農地の特定できる情報） 

 

（２）農用地利用集積等促進計画の県知事等への認可申請 

機構は促進計画を決定したのち、市町村から案が提出された場合は農業委員会から

の意見、および農業委員会から要請された場合は市町村の意見、又は利害関係人の意

見を添えて、県（市町村）に認可申請します。 

（３）農用地利用集積等促進計画の公告 

   認可先が公告した後、県（市町村）は機構に促進計画の認可通知を出します。機構は

出し手・受け手の促進計画（市町村（農委）用、）、納入通知書等を送付します。業務委

託先では促進計画、納入通知書の出し手・受け手への送付をお願いします。 

   また、公告後は公告の原本証明を機構に提出してください。 

（５）「分割払い型」による農地法第３条の許可 

① 促進計画（出し手→機構）が公告された後に、農業委員会の総会で農地法第３条許

可を諮ります。 

② 許可証は機構に提出してください。 

（６）所有権移転登記申請の流れ 

  譲渡人→機構 ① 機構は業務委託先へ所有権移転申請書一式を送付します。業務委託先

は司法書士へ登記申請依頼をしてください。 

         ② 所有権移転完了後に譲渡人へ代金を支払います。 

  機構→譲受人 ① 機構は譲受人から代金納入を確認した後に、業務委託先へ所有権移転

申請書一式を送付します。業務委託先は司法書士に登記申請依頼をし

てください。 
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表１ 促進計画等と農地法第３条の提出書類 
 促 進 計 画 等 添 付 資 料 

促進計画 買入 

（即売り・一時貸付・ 

 分割払い） 

様式：買入、分割払い

型：買入 

 

（出し手→機構） 

 

◆促進計画（案） 

（公社用・認可先用・本人用）  

◆調査書（その 1・２） 

◆残高確認書 

◆申出書 

◆登記委任状 

◆承諾書 

◆譲渡控除証明願 

◆農業委員会（市町村）の意見 

◆謄本（全部事項証明書） 

◆通帳の写し 

◆印鑑証明書 

◆評価額通知書 

◆１ha 団地化要件の適合確認書 

◆図面（１ha 団地化要件） 

促進計画 1 耕作後 

（使用貸借）様式：使用

貸借 1 耕作 

（機構→受け手） 

◆促進計画（案） 

（公社用・認可先用・本人用） 

◆印鑑証明書 

促進計画 4 耕作後 

（一時貸付） 

様式：一時貸付 4 耕作 

 

（機構→受け手） 

◆促進計画（案） 

（公社用・認可先用・本人用） 

◆事業参加申出 

◆事業協開催結果 

◆事業参加申込書 

◆賃貸契約同意書 

◆経営計画書 

◆農業関係法令の遵守状況等 

◆振替依頼書、振替届出書 

◆登記簿謄本(公社買入時に添付して

あれば不要） 

◆印鑑証明書 

◆通帳の写し 

◆認定農業者証・経営改善計画（写し） 

促進計画 

（即売り・一時貸付の

売渡し） 

様式：売渡 

（機構→受け手） 

 

◆促進計画（案） 

（公社用・認可先用・本人用） 

◆農業関係法令の遵守状況等 

◆登記委任状 

◆登録免許税軽減願 

◆不動産取得税免除願 

◆印鑑証明書 

◆評価額通知書 

◆住民票（登記申請用） 

不動産割賦売買  

農地法第３条 

（分割払い） 

様式：分割払い型：売

渡.使用収益 

（機構→受け手） 

◆事業参加申出 

◆事業協議開催結果 

◆事業参加申込書 

◆経営計画書 

◆不動産割賦売買契約書 

◆農地法第３条許可申請書（別紙、別添

等含む） 

◆農業関係法令の遵守状況等 

◆振替依頼書、振替届出書 

◆納入確約書 

◆土地買い受け同意書 

◆印鑑証明書 

◆通帳の写し 

◆認定農業者証・経営改善計画（写し） 
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５．促進計画の事務について 
（１）促進計画の公告による事務の流れ 

    促進計画により売買を行う場合、「市町村からの計画案提出」（機構法 19条２項）と

「農業委員会からの要請」（機構法 18条 11 項）の２通りがあります。どちらの方法と

するかは市町村または業務受託機関へ委ねますので、どちらかにより機構へ促進計画

（案）を提出してください。 

※それぞれの事務フローは以下を参照。 

    「市町村からの計画案提出」により手続きを行う場合は、「農業委員会の意見書」（特

例参考様式１号）の写しを添付してください（市町村から農業委員会への意見聴取に

ついても特例参考様式１号を参照）。 

    

 

    なお、以下の事務フローは「集積する農地が地域計画の区域外の場合」に限ったも

のとなります。地域計画が策定され、その区域内の農用地を集積する場合は、利害関

係人からの意見聴取が不要となります。 

 表２ 市町村からの計画案提出 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 譲渡人・譲受人 
■農用地等の買入れを申し出 
 

市町村 

■促進計画案を作成し、機構へ提出 
■農業委員会の意見書を添付 
※提出期限：毎月 20 日まで 

機 構 

■利害関係人から意見聴取 
 （ＨＰで１週間） 

※権限移譲なし ※権限移譲あり 
県 市町村 

■認可、公告 
■農業委員会への通知 

機 構 

■譲渡人・譲受人への通知 
 （業務委託先を経由して送付） 

「市町村からの計画案提出」による場合 
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また、促進計画の認可・公告は県が行いますが、地方自治法第 252 条の 17 の２の規

定により、その事務を市町村へ移譲することが可能とされています。令和７年４月１

日現在、県内では 19市町村へ権限移譲されており、権限移譲された場合、機構は市町

村に対して促進計画の認可申請を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

譲渡人・譲受人 
■農用地等の買入れを申し出 
 

農業委員会 

■計画案を添付し、機構へ要請 
■地域計画の区域内の場合は市町村の

意見書を添付 
※提出期限：毎月 20 日まで 

機 構 

■利害関係人から意見聴取 
 （ＨＰで１週間） 

※権限移譲なし ※権限移譲あり 

県 市町村 

■認可、公告 
■農業委員会への通知 

機 構 

■譲渡人・譲受人への通知 
 （業務委託先を経由して送付） 

「農業委員会からの要請」による場合 
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６．スケジュール 

令和７年度のスケジュールは、以下のとおりです。 

 

（１）促進計画公告のスケジュール（表４） 

特例事業の促進計画に係る県公告は毎月１回、月末前後の火曜日または金曜日に行われ

ます。 

   

表４ 令和７年度促進計画公告のスケジュール  

促 進 計 画（県公告） 

公告 

実施月 

計画の受付締切 

（市町村→機構） 

認可申請日 

（機構→県・権限移譲を受けた市町村） 

県公告日 

４月 令和７年３月２１日 令和７年４月１６日 令和７年４月２５日 

５月 令和７年４月２１日 令和７年５月１９日 令和７年５月３０日 

６月 令和７年５月２０日 令和７年６月１８日 令和７年６月２７日 

７月 令和７年６月２０日 令和７年７月１７日 令和７年７月２９日 

８月 令和７年７月２２日 令和７年８月２０日 令和７年８月２９日 

９月 令和７年８月２０日 令和７年９月１８日 令和７年９月３０日 

１０月 令和７年９月２２日 令和７年１０月２２日 令和７年１０月３１日 

１１月 令和７年１０月２０日 令和７年１１月１９日 令和７年１１月２８日 

１２月 令和７年１１月２０日 令和７年１２月１７日 令和７年１２月２６日 

１月 令和７年１２月２２日 令和８年１月２１日 令和８年１月３０日 

２月 令和８年１月２０日 令和８年２月１８日 令和８年２月２７日 

３月 令和８年２月２０日 令和８年３月１９日 令和８年３月３１日 

 
※事務処理期間の短縮のための特別措置（権限移譲を受けた市町村のみ） 

地域計画が策定されている農用地（「区域内」）に限り、県から権限移譲を受けている市町村に 
おいて、機構は売買等事業に係る促進計画を随時受付し、上記スケジュールに関わらず個別に認

可申請をします。市町村には公告日を設定していただき、公告日の３週間前までに機構へ書類の

提出をお願いします。 
  
７．契約の解除 

（１）契約の解除 

    機構は、または相手方はこの農用地利用集積等促進計画に基づく義務を履行しない

ときは、この農用地利用集積等促進計画によって成立した法律関係を解除することが

できる。 
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８．留意点 

（１）マイナンバー（個人番号）の徴収 

所得税法の規定に基づき、機構は、農地中間管理事業の出し手に対する賃借料の支払

に関して、支払調書を作成し、税務署に提出する義務があります。当該調書にマイナン

バー（個人番号）の記載が必要となるため、対象となる対価が１００万円以上の出し手

に対して、毎年１２月にマイナンバー徴収のための書類を送付します。 

９．手続きフロー 

    13～16 ページに記載。 

１０．農地中間管理事業（特例事業：農地売買等事業）メニュー 

    17 ページに記載。 
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１、参加 農 家は 「事 業参 加申 込書 」を

　　農業 委員 会へ 提 出
　　　①経営計画書

　　　②借入金残高確認書（過去３カ年）　
　  　 　③保証金等納入確約書

　　　④信用確認同意書

　　　⑤認定農業者「経営改善計画書」
　　　⑥農地の「位置図」と「公図」

２、公社 と関 係者 ・機 関による現 地面 談
　　　①参加者の意志・経営状況の確認

　　　②対象農地の確認
　　　③近傍の取引事例の確認

３、推進 協 議会 を開催 し、意 見を付 して　 ４、参加 農 家の 信用 確認 　

　　「事 業実 施申 出書 」を公 社 へ提 出 　※必要に応じて東京商工リサーチ

　 　による信用確認を実施

５、事業 審 査会 の開 催

　 　※事業実施予定一覧表
　※価格算定調書

　

６、事業 実 施決 定（買入 促進 計画 認可 申請 ）
※市町村・農委・農家あて

　　　（公社　　　出し手農家）

８、不動 産 割賦 売買 契約 の締 結
　　及び保 証金 ・諸 経費 の 受領

　　　　　　（公社　　　参加農家）

９、農地 の 所有 権移 転登 記

　　　（出し手農家→公社）

10、農地 買入 代金 の支 払い
　　　（公社→出し手農家）

11、農地 法３条 の申 請 ・許 可

　　　①不動産割賦売買契約書(写）

　　　②登記簿謄本

13、農地 法３条 の申 請 ・許 可 12、年賦 金の 受領 （完 済）

　　　（参加農家→公社）

　　　①不動産割賦売買契約書(写）  

　　　②登記簿謄本

14、農地 の所 有権 移転 登記
　　　（公社→参加農家）

（３条許可申請）

☆所 有権 の移 転
（公社→参加農家） （３条許可）

　　 ☆保証金の返還

農 業委 員会 総会

☆公社 買入 に係 る利用集 積等 促進計 画を準備 ！

（公告後）

農 業委 員会 総会

（３条許可申請）

☆使 用収 益権 の設 定
（３条許可）

（公社→参加農家）

　☆参加農家は８の契約に従い年賦金

　　 を毎年10月末に公社へ納入

県 ・権限 移 譲を受 けた市 町村

７、農用 地 利用 集積 等促 進計 画の
　　決定 ・公 告

 (実施申出)

市 町 村 ・ 農 業 委 員 会

　 (決定通知）

　　　※本ファイル一式（参加申込者の印鑑証明）
に公社買入関係書類一式を添付

「分割払い型売買事業」の手続きフロ－

農地売買支援事業推進協議会
農　　　業　　　公　　　社 備考構成メンバ－：市町村・農委・ＪＡ・土改区等

※事務局は農業委員会

事業参加申出から

実施決定まで

公社買入から
割賦売買（貸付：使

用収益権）まで

年賦金完済から

所有権移転まで

１０年後

6/15

6/5

調整会議7/15
市長からの申出7/20

8/20

8/20頃

8/20以降

10/15

9/30頃

10/15

10/25
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特
　

　
例

　
　

事
　

　
業

農
地

売
買

等
支

援
事

業

担
い

手
支

援
タ

イ
プ

《
売

買
（
即

売
り

＆
１

作
後

の
売

り
）
》

《
売

買
（一

時
貸

付
）》

《売
買

（
分

割
払

い
型

）
》

○
即

売
り

の
手

法
に

よ
り

認
定

農
業

者
等

の
自

作
地

○
４

耕
作

ま
で

の
一

時
貸

付
に

よ
り

、
認

定
農

業
者

等
○

６
～

１
０

年
間

の
代

金
分

割
払

い
で

売
買

に
よ

る

 　
拡

大
を

支
援

　
 の

計
画

的
な

規
模

拡
大

を
支

援
  

 規
模

拡
大

を
支

援

１
、

実
施

地
域

地
域

計
画

区
域

内
、

農
振

、
農

用
地

区
域

２
、

特
徴

点
①

公
社

が
買

入
れ

た
農

地
を

、
２

～
３

ヶ
月

後
、

①
公

社
が

買
入

れ
た

農
地

を
一

時
貸

付
し

、
最

長
、

①
受

け
手

農
家

は
、

土
地

購
入

資
金

の
借

入
が

不
要

　
 ま

た
は

、
希

望
に

よ
り

１
耕

作
後

（
収

穫
後

）
　

 ４
耕

作
後

に
売

渡
し

す
る

②
代

金
は

、
最

長
1
0
年

間
の

分
割

納
入

 

 　
に

売
渡

し
す

る
（使

用
貸

借
契

約
を

結
ぶ

）
②

一
時

貸
付

料
は

、
標

準
賃

借
料

程
度

と
し

、
  

※
10

年
後

に
所

有
権

移
転

登
記

　
 売

買
事

業
の

う
ち

、
７

割
程

度
が

こ
の

タ
イ

プ
  
 総

納
入

賃
借

料
の

1
/2

を
、

買
入

原
価

か
ら

③
担

保
と

し
て

、
事

業
参

加
の

時
点

で

  
 差

引
い

て
売

渡
し

す
る

  
 １

割
の

「保
証

金
」を

納
入

  
 （

結
果

と
し

て
、

賃
借

料
の

1
/
2
還

元
）

③
こ

の
タ

イ
プ

の
活

用
に

よ
り

、
経

営
計

画
に

合
わ

せ
て

  
 農

地
取

得
が

可
能

に
な

る
。

３
、

要
件

等
①

売
買

・
貸

借
す

る
農

地
の

面
積

制
限

は
な

し
◇

農
地

集
積

の
総

て
に

係
る

団
地

化
要

件
に

つ
い

て
①

要
件

は
売

買
（
即

売
り

、
一

時
貸

付
）
と

同
じ

②
既

耕
作

地
と

合
わ

せ
て

 8
0
 ａ

以
上

の
団

地
を

②
売

買
す

る
農

地
面

積
は

５
０

ａ
以

上

  
 形

成
す

る
こ

と
  

  
  

右
の

例
示

を
参

照
半

径
5
00

m
の

地
域

内
で

③
受

け
手

は
認

定
農

業
者

等
次

の
要

件
を

満
た

す
場

合

   
（高

齢
担

い
手

が
資

金
を

借
り

入
れ

る
場

合
、

後
継

者
が

連
帯

債
務

者
に

な
れ

る
こ

と
)

④
拡

大
後

は
、

市
町

村
の

「
基

準
面

積
」を

越
え

る
こ

と
１

．
新

規
集

積
の

み
で

  
 

8
0
 a

団
地

を
形

成
  

 

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
【
受

け
手

】

　
　

　
　

　

２
．

既
存

地
＋

新
規

  
  

集
積

で
 8

0
 a

団
地

  
  

を
形

成

【既
存

地
と

は
】

  
自

作
地

＋
借

入
地

＋
受

託
地

４
、

補
助

等
①

公
社

は
農

地
売

買
事

業
に

要
す

る
資

金
を

、
次

に
よ

り
調

達
す

る

　
・資

金
の

1
0/

10
を

全
国

農
地

保
有

合
理

化
協

会
よ

り
借

入
（
無

利
子

資
金

）

②
業

務
費

　
 国

6
/
1
0・

県
4
/1

0
で

補
助

５
、

手
数

料
等

①
買

入
：
１

件
1
5,

0
0
0円

＋
取

得
原

価
×

１
％

（公
社

買
入

手
数

料
）

①
買

入
：
1件

1
5
,0

0
0
円

＋
取

得
原

価
×

1％

②
売

渡
：
１

件
1
5,

0
0
0円

＋
取

得
原

価
×

１
％

（公
社

売
渡

諸
経

費
）

②
売

渡
：
1件

1
5
,0

0
0
円

＋
取

得
原

価
×

1％

③
一

時
貸

付
手

数
料

は
な

し

※
１

割
の

保
証

金
は

、
分

割
納

入
が

完
了

後
に

※
一

時
貸

付
後

の
売

渡
原

価
は

、
買

入
原

価
か

ら
「賃

借
料

納
入

総
額

×
1/

2」
を

差
引

い
た

価
格

で
す

　
 返

還
い

た
し

ま
す

農
地

中
間

管
理

事
業

（
特

例
事

業
：農

地
売

買
等

事
業

）
メ

ニ
ュ

ー

区
  
  

分

出 し 手

農 業 公 社

認 定 農 業 者 等

買
入

Ａ
即

売
り

Ｂ
１

耕
作

後
に

売
渡

Ｃ
２

～
４

耕
作

貸
付

け

賃
借

料
納

入

半
径

50
0m

新
50
a

新
30

a

期
間

満
了

後
に

売
渡

半
径

50
0m

新
20
a

既
20
a

既
40
a

不
動

産
割

賦
売

買
契

約
を

締
結

出 し 手

買
入

農 業 公 社

認 定 農 業 者 等

6～
10

年
の

割
賦

売
買

「
不

動
産

割
賦

売
買

契
約

」

使
用

収
益

権
の

設
定

（
賃

借
料

な
し

）

代
金

を
分

割
納

入

（6
～

10
年

間
）

代
金

回
収

後
、

所
有

権
移

転


